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RBAは一段の豪ドル安で、減速する景気を下支えする姿勢を維持 

豪州経済は減速が続いている。中国経済減速等に伴う資源価格下落の影響を受けて、

企業部門は低迷している。輸出は主力の鉄鉱石が落ち込み、前年割れが続いており（第

1 図）、設備投資も鉱業・非鉱業部門ともに低調に推移している。企業部門の低迷を

受け、雇用・所得環境も改善が進んでいない。6 月の失業率は 6.0％と高止まり、1-3

月の名目賃金は前年比+2.3％と 1997年の統計開始以来の低い伸びにとどまっている。

こうした中でも消費が底堅さを維持しているのは、これまでの株価上昇や利下げに伴

う住宅価格の上昇を受けた資産効果が支えているためと考えられる。 

このような状況下、豪州準備銀行（RBA）は一段の豪ドル安により景気を下支えす

る姿勢を堅持している。7月 21日に発表された定例理事会議事録（7月 7日開催）に

よると、RBAは「4-6 月期の成長率は鈍化したとみられ、商品価格の下落を考えると、

豪ドル安に伴う景気浮揚効果は想定よりも小さい」と評価。豪ドル相場が実質実効ベ

ースで足元まで前年比 1割下落しているにも関わらず、「更なる通貨安が見込まれる

とともに、不可欠である」との認識を示した。他方、金融政策の判断の前提となるイ

ンフレ圧力は抑制されている。7月 22日に発表された 4-6月期の消費者物価指数は前

年比+1.5％と、前期の同+1.3％から小幅上昇したが、3四半期連続で RBAの物価目標

（同+2～3％）を下回った（第 2図）。RBAが重視するトリム平均インフレ率も同+2.2％

と、目標の下限近辺にある。利下げにより住宅市場が一段と過熱するリスクはあるが、

RBA は貸出基準の厳格化などをもって対応する方針であり、利下げによる景気浮揚

を重視しているとみられる。RBAは 5月に追加利下げを実施した後、7月までの会合

では政策効果を見極めたいとして政策金利を据え置いているが、一段の豪ドル安を促

すため、追加金融緩和に踏み切る可能性は依然残っている。 
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（資料）豪州準備銀行統計、Bloombergより三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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第1図：品別輸出と商品価格
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（注）『トリム平均インフレ率』は一時的な要因で大きく変動する品目を控除する目的で、

季節調整済みの上昇率中央7割の品目で計算。
（資料）豪州統計局統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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第2図：消費者物価上昇率と豪ドル相場
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照会先：三菱東京 UFJ 銀行 経済調査室 竹島 慎吾 shingo_takeshima@mufg.jp 

                   大幸 雅代 masayo_taiko@mufg.jp 
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